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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第82期
第３四半期
連結累計期間

第83期
第３四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 10,160,425 10,317,621 14,045,630

経常利益 (千円) 428,520 552,635 655,146

四半期(当期)純利益 (千円) 331,967 420,253 562,940

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 258,656 404,956 547,001

純資産額 (千円) 4,730,322 5,281,798 5,007,415

総資産額 (千円) 8,315,331 8,954,529 8,763,518

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 26.67 34.78 45.42

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.9 59.0 57.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 294,318 466,237 730,901

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △384,175 △586,394 △415,735

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △634,380 △470,245 △665,240

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,374,930 1,181,874 1,767,681

　

回次
第82期
第３四半期
連結会計期間

第83期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 7.93 12.47

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在していません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

す。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州債務危機問題に加え新興国経済の減速等の影

響により、先行き不透明な状況が続いているものの、東日本大震災の復興需要や年末にかけての円高修正

等により明るい材料も見えてきています。

このような状況の中で、創業80周年を迎えた本年は、中期経営計画(平成22年度～平成24年度)

「Plan80」の最終年度にあたり、当社グループでは「新と改で次代に繋ぐ」を基本方針に掲げ、「自助努

力」と「パナソニック株式会社との協業」により活力ある“Segments No.1企業”となるために以下の

重点施策に取り組んできました。

　

ａ　「新」での増販(売り先を増やす、売るモノを拡げる、売り方を変える)

ｂ　ものづくり革新(国内:多品種少量コンビニ拠点、海外:中量品一気通貫拠点の仕上げ)

ｃ　シゴトの仕方改革(業務ロスの徹底排除)

ｄ　次代への取組み(将来へ向けた戦略投資、人財育成)

　

その結果、当第３四半期連結累計期間は、 産業用分野が引き続き低調に推移したものの、「新」の車載

分野が伸長し、情報システム事業も堅調に推移したことから、売上は10,317百万円(前年同期比1.5％増)

と増収になりました。収益面では、合理化施策や減価償却負担の軽減により、営業利益550百万円(同

14.3％増)、経常利益552百万円(同29.0％増)、四半期純利益420百万円(同26.6％増)といずれも二桁の増

益となりました。第４四半期は、来期からの新中期経営計画に繋がる体質強化・次代への取組みを進めて

まいります。
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セグメントの業績は次のとおりです。

（コネクタ）

コネクタの売上高は、産業用分野が中国設備の停滞により低調に推移したものの、車載分野の伸長でカ

バーし、9,049百万円(前年同期比1.1％増)となりました。利益につきましては、費用抑制に取り組んだ結

果、488百万円(同7.1％増)となりました。

（情報システム）

情報システムの売上高は、サーバー仮想化事業の拡大により、1,268百万円(前年同期比4.5％増)となり

ました。利益につきましては、一時的な人材投資コストの増加により、63百万円(同5.5％減)となりまし

た。

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は8,954百万円で、前連結会計年度末と比べ191百万円の増加と

なりました。これは、主に本社底地の取得によるものです。

（負債）

負債は3,672百万円で、前連結会計年度末と比べ83百万円の減少となりました。これは、車載関連の生産

増強に伴う支払債務等が増加した一方、短期借入金を300百万円返済したことによるものです。

（純資産）

純資産は5,281百万円で、前連結会計年度末と比べ274百万円の増加となりました。これは利益剰余金が

増加したことによるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は466百万円(前年同期は294百万円)となりました。これは主に四半期純

利益によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は586百万円(前年同期は384百万円)となりました。これは主に本社底地

の取得や設備投資によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は470百万円(前年同期は634百万円)となりました。これは借入金の返

済、自己株式の取得、配当の支払によるものです。

　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は1,181百万円となり、前連結

会計年度末に比べ585百万円減少しました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

なお、当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は539百万円となっていま

す。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、「(3) キャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおりです。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,503,10012,503,100
東京証券取引所
(市場第二部)

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準
となる株式。
単元株式数は100株です。

計 12,503,10012,503,100― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月31日 ― 12,503,100 ― 1,501,758 ― 1,508,950

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株)
議決権の数
(個)

内容

無議決権株式 　 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等)　 ― ― ―

議決権制限株式(その他) 　 ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

448,500 ―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式。
単元株式数は100株です。

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,037,000120,370 同上

単元未満株式 普通株式 17,600 ― 同上

発行済株式総数 　 12,503,100 ― ―

総株主の議決権 　 ― 120,370 ―

(注) １．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式45株が含まれています。

２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしています。

　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
本多通信工業株式会社

東京都目黒区目黒本町
六丁目18番地12号

448,500 ― 448,500 3.58

計 ― 448,500 ― 448,500 3.58

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ています。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,118,747 1,487,727

受取手形及び売掛金 ※
 3,010,010

※
 3,466,356

商品及び製品 536,565 605,807

原材料及び貯蔵品 495,707 492,085

仕掛品 351,841 347,144

その他 375,285 322,546

貸倒引当金 △5,512 △5,742

流動資産合計 6,882,645 6,715,925

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,397,164 2,412,465

減価償却累計額 △1,894,772 △1,921,656

減損損失累計額 △15,590 △15,590

建物及び構築物（純額） 486,802 475,218

工具、器具及び備品 16,344,695 13,559,662

減価償却累計額 △16,141,865 △13,374,959

減損損失累計額 △90,875 △51,052

工具、器具及び備品（純額） 111,954 133,650

機械装置及び運搬具 2,466,142 2,433,522

減価償却累計額 △2,090,523 △2,014,645

減損損失累計額 △4,859 △4,623

機械装置及び運搬具（純額） 370,760 414,253

土地 171,906 620,413

リース資産 165,143 132,626

減価償却累計額 △98,642 △76,995

リース資産（純額） 66,500 55,630

建設仮勘定 36,435 47,721

有形固定資産合計 1,244,360 1,746,888

無形固定資産

リース資産 18,030 13,096

その他 83,857 100,465

無形固定資産合計 101,887 113,561

投資その他の資産

その他 545,928 389,458

貸倒引当金 △11,304 △11,304

投資その他の資産合計 534,624 378,153

固定資産合計 1,880,872 2,238,604

資産合計 8,763,518 8,954,529
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 1,317,021

※
 1,595,475

短期借入金 500,000 200,000

リース債務 46,225 26,788

未払法人税等 91,470 52,541

賞与引当金 184,574 100,256

役員賞与引当金 32,188 21,000

設備関係支払手形 ※
 78,453

※
 118,268

その他 414,946 520,470

流動負債合計 2,664,881 2,634,800

固定負債

リース債務 46,511 47,891

退職給付引当金 989,165 969,442

役員退職慰労引当金 20,283 －

その他 35,260 20,597

固定負債合計 1,091,221 1,037,930

負債合計 3,756,102 3,672,731

純資産の部

株主資本

資本金 1,501,758 1,501,758

資本剰余金 1,508,950 1,508,950

利益剰余金 2,242,947 2,577,808

自己株式 △75,414 △120,595

株主資本合計 5,178,241 5,467,920

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 24,379 4,486

為替換算調整勘定 △195,205 △190,608

その他の包括利益累計額合計 △170,825 △186,122

純資産合計 5,007,415 5,281,798

負債純資産合計 8,763,518 8,954,529
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 10,160,425 10,317,621

売上原価 8,145,661 8,203,352

売上総利益 2,014,764 2,114,269

販売費及び一般管理費 1,533,345 1,564,182

営業利益 481,418 550,087

営業外収益

受取利息 373 433

受取配当金 6,134 5,524

助成金収入 12,346 1,932

その他 19,255 22,599

営業外収益合計 38,110 30,489

営業外費用

支払利息 14,239 9,486

保険解約損 18 8,255

為替差損 51,465 －

資金調達費用 25,104 9,046

その他 180 1,152

営業外費用合計 91,008 27,941

経常利益 428,520 552,635

特別利益

固定資産売却益 536 76

投資有価証券売却益 2,438 859

子会社清算益 11,480 －

特別利益合計 14,455 936

特別損失

固定資産売却損 286 －

固定資産除却損 5,078 3,087

事業構造改善費用 28,808 70,799

その他 7,388 7,795

特別損失合計 41,561 81,682

税金等調整前四半期純利益 401,414 471,888

法人税等 69,314 51,635

少数株主損益調整前四半期純利益 332,099 420,253

少数株主利益 132 －

四半期純利益 331,967 420,253

少数株主利益 132 －

少数株主損益調整前四半期純利益 332,099 420,253

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △32,021 △19,893

為替換算調整勘定 △41,420 4,596

その他の包括利益合計 △73,442 △15,296

四半期包括利益 258,656 404,956

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 258,524 404,956

少数株主に係る四半期包括利益 132 －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 401,414 471,888

減価償却費 408,187 296,779

貸倒引当金の増減額（△は減少） △620 229

受取利息及び受取配当金 △6,508 △5,958

支払利息 14,239 9,486

有形固定資産除売却損益（△は益） 4,828 3,011

売上債権の増減額（△は増加） △319,263 △456,346

たな卸資産の増減額（△は増加） △145,396 △60,922

仕入債務の増減額（△は減少） 100,622 278,454

賞与引当金の増減額（△は減少） △55,271 △84,317

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,626 △20,283

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 12,948 △11,188

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,153 △19,722

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △2,438 △856

事業構造改善費用 28,808 70,799

未払金の増減額（△は減少） 95,587 43,096

その他の資産の増減額（△は増加） △54,191 17,952

その他の負債の増減額（△は減少） △121,053 25,489

小計 374,671 557,590

利息及び配当金の受取額 6,997 6,018

利息の支払額 △14,477 △9,745

法人税等の支払額 △72,872 △87,626

営業活動によるキャッシュ・フロー 294,318 466,237

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △284,292 △753,692

有形固定資産の売却による収入 1,196 250

投資有価証券の取得による支出 △3,605 △3,597

投資有価証券の売却による収入 18,785 64,270

貸付金の回収による収入 7,045 4,055

定期預金の預入による支出 △192,528 △192,852

定期預金の払戻による収入 43,047 238,066

子会社株式の取得による支出 △1,256 －

その他 27,431 57,105

投資活動によるキャッシュ・フロー △384,175 △586,394
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 90,000 △300,000

長期借入金の返済による支出 △504,008 －

社債の償還による支出 △55,500 －

自己株式の取得による支出 △61,805 △45,410

配当金の支払額 △49,996 △85,392

その他 △53,070 △39,443

財務活動によるキャッシュ・フロー △634,380 △470,245

現金及び現金同等物に係る換算差額 △41,420 4,596

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △765,657 △585,806

現金及び現金同等物の期首残高 2,140,587 1,767,681

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,374,930

※
 1,181,874
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響

額は軽微です。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

（税金費用の計算）

税金費用につきましては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　
【追加情報】

（作業くず売却益の計上区分の変更）

当社グループは、作業くずの売却益について、従来、営業外収益に計上していましたが、重要性が増して

きたことから、第１四半期連結累計期間より売上原価の控除として計上しています。

これに伴い、前第３四半期連結累計期間の営業利益は442,204千円から481,418千円に変更しています。

　
【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　※  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

います。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しています。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 52,677千円 46,885千円

支払手形 174,190千円 167,111千円

設備関係支払手形 11,360千円 33,326千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

　

現金及び預金 1,784,676千円

預入期間が３か月超の定期預金 △409,746千円

現金及び現金同等物 1,374,930千円

　

現金及び預金 1,487,727千円

預入期間が３か月超の定期預金 △305,852千円

現金及び現金同等物 1,181,874千円

　

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 49,996 4.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

平成23年11月７日開催の取締役会における自己株式の取得決議(取得株式数上限300,000株、取得価額

上限100,000千円、取得期間平成23年11月８日から平成24年２月29日まで)に基づき、当第３四半期累計期

間において、市場から自己株式(255,300株、61,782千円)を取得しました。

上記の事由を主因として、当第３四半期連結会計期間末の自己株式残高は、前連結会計年度末比61,805

千円増加の64,164千円となっています。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 85,392 7.00平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

本多通信工業株式会社(E01865)

四半期報告書

15/19



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整
(注１)

四半期連結損益
及び包括利益計
算書計上額
(注２)コネクタ 情報システム 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 8,947,1921,213,23310,160,425 ― 10,160,425

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 31,692 31,692 △31,692 ―

計 8,947,1921,244,92510,192,117△31,69210,160,425

セグメント利益 456,213 67,296 523,509△42,091 481,418

(注) １．セグメント利益の調整額△42,091千円は、主に報告セグメントに属していない当社の管理部門に係る費用等

です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整
(注１)

四半期連結損益
及び包括利益計
算書計上額
(注２)コネクタ 情報システム 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,049,5671,268,05410,317,621 ― 10,317,621

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 41,351 41,351 △41,351 ―

計 9,049,5671,309,40610,358,973△41,35110,317,621

セグメント利益 488,410 63,600 552,010 △1,923 550,087

(注) １．セグメント利益の調整額△1,923千円は、主に報告セグメントに属していない当社の管理部門に係る費用等で

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税

法に基づく方法に変更しています。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益への影響額は軽微です。

　

（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。

　

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。

　

（デリバティブ取引関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 26円67銭 34円78銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額(千円) 331,967 420,253

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 331,967 420,253

普通株式の期中平均株式数(株) 12,448,713 12,083,435

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月８日

本多通信工業株式会社

取　締　役　会 　御中

　

東 陽 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田    島    幹    也    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    橋    元    秀    行    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている本多
通信工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益
計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、本多通信工業株式会社及び連結子会社の平成
24年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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